（様式１）

令和　　年　　月　　日　
　愛知県福祉局福祉部障害福祉課長　殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【愛知県障害者相談支援体制整備事業（地域アドバイザー事業）】
企画案応募申込書
　愛知県障害者相談支援体制整備事業（地域アドバイザー事業）について、下記のとおり企画提案します。

記
１　対象障害保健福祉圏域名　
	
	障害保健福祉圏域


２　実施体制及び企画案

　　別添のとおり

（様式２）

事　　業　　実　　施　　体　　制
・地域アドバイザー業務の主たる従事予定者
	氏　名
	

	相談支援業務

の従事経歴等

（該当欄に○印）
	(1)　相談支援事業に従事した相当期間の経験　〔従事期間（　　年　　か月）〕
ア　相談支援従事者指導者養成研修受講者
イ　障害児療育等支援事業（地域療育等支援事業）の従事経験者
ウ　市町村から相談支援事業の受託事業の従事経験者
エ　その他

(2)　社会福祉など障害者支援に関する知識　〔従事期間（　　年　　か月）〕

ア　学識経験者
イ　その他　　　　（　　　　　　　　　　　　　）

(3)　その他　〔従事期間（　　年　　か月）〕


・相談支援体制整備の実績

	主な経歴

	具体的な実績の内容




企　　　　　画　　　　　書

（様式３－１）
（　　　　　　　圏域）
	区　分
	現状・課題
	課題解決のための

地域アドバイザーの役割
	令和８年度中の取組（最も力を入れて取り組む項目ひとつに下線を引いてください。）

	
	
	
	内容
	実施時期
	到達目標

	市町村自立支援協議会の充実・強化に向けた支援
	
	
	
	
	

	広域的な課題の解決に向けた支援
	
	
	
	
	

	相談支援事業者等のスキルアップに向けた指導
	
	
	
	
	

	社会資源の点検・開発に関する援助、事業評価への支援
	
	
	
	
	

	重点取組事項（基幹相談支援センター※や地域生活支援拠点等の整備や機能充実に向けた働きかけ）
	
	
	
	
	


※　基幹相談支援センターを設置していない市町村については基幹的役割を担う相談支援事業所のことを指す。
※　その他必要な資料があれば適宜添付すること。
（様式３－２）

・連携を予定する専門分野と連携先
	分　　野
	氏　　　名
	所　　属
	専門分野に係る経歴

	
	
	
	


　※専門的事案に対する助言を行うため、他事業所職員等との連携を予定する場合にあっては、その分野及び連携先の概要を記載すること。
【記載方法】

○様式１

　・「対象障害保健福祉圏域名」は、担当を希望する障害保健福祉圏域名を記入する。
○様式２

　・「相談支援体制整備の実績」は、地域の相談支援体制整備へのかかわりについて記載する。
　　（例）市町村自立支援協議会（本協議会、運営会議、専門部会）委員への就任

　　　　　県が委託事業として実施した「精神障害者地域移行支援特別対策事業」の受託
　　　　　職能団体における活動
　　　　　社会資源開発の実績

　　　　　事業所間のネットワークの構築　　など

○様式３－１（企画書）

　・「現状・課題」

　　　圏域における現状分析の結果とその課題を記入する。
・「課題解決のための地域アドバイザーの役割」

現状分析により明らかとなった課題解決のために地域アドバイザーとしてどういった役割が果たせるのか、また必要と考える事項（内容）について記載する。
　・「令和８年度中の取組」

　　　前項のアドバイザーの役割を果たすために、令和８年度において取り組んでいきたいと考える事項に
ついて、具体的な事業内容を記載する。
　・「市町村自立支援協議会の充実・強化に向けた支援」

　　　市町村に設置されている自立支援協議会の活動状況について、圏域内市町村の比較、他圏域との比較

　　　等により現状分析を行い、協議会の充実・強化に向けた方策を記載する。
　・「広域的な課題の解決に向けた支援」

　　　圏域において不足していると考えられる社会資源を開発していくための方策や、地域の相談支援体制（基幹相談支援センター、指定特定相談支援事業所、指定一般相談支援事業所、障害福祉サービス事業所、市町村等）のネットワークづくりとその推進のための方策等について記載する。また、精神科病院長期入院者や（福祉）施設入所者の地域生活移行のための方策等についても具体的に記載する。
・「相談支援事業者等のスキルアップに向けた指導」
　　　地域の相談支援事業者に不足しているスキルへの対応（アドバイザー主催研修会等）について記載する。
・「社会資源の点検・開発に関する援助、事業評価への支援」
　　圏域内の社会資源の状況を把握し、不足するサービスや相談支援機関、グループホームの量的・質的充実に向けた支援を記載する。また、当事者活動への支援についても記載する。
・「重点取組事項（基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等の設置や機能充実に向けた働きかけ）」

　　地域アドバイザーが圏域の相談支援体制の整備状況に応じて、基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等の整備や機能充実に向けた働きかけをどのように実施していくかがわかるように記載する。

○様式３－２

　・「連携を予定する専門分野と連携先」

地域アドバイザー単独での助言、指導が困難な場合における助言を行う専門アドバイザーとして想定する連携先及び通常の地域アドバイザー活動において連携して活動することを予定している者について記載する。
